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ａ 課題名  

平成 27 年度水産基盤整備調査委託事業  

「流通拠点漁港における衛生管理対策及び効果把握調査」  

ｂ 実施機関及び担当者名  

一般財団法人漁港漁場漁村総合研究所 第１調査研究部 林 浩志、浪川 珠乃  

ｃ ねらい  

我が国の水産業を取り巻く情勢は厳しさを増しており、地域によっては魚価の安

定等を目的に水産物の輸出への取組が見られるものの、輸出先国からは高度な衛

生・品質管理を求められる場合がある。また、国内においても食の安全性等に対す

る消費者の関心が高まっており、品質・衛生管理に対する取組が求められている。 

品質・衛生管理の取組みの一層の推進のため、全国的な流通拠点漁港における衛

生管理に対する取組を推進する上でのソフト対策やハード整備についての課題とそ

の対応案を取りまとめる。 

また、これまで整備した衛生管理市場における利用方法や衛生管理体制の状況を

把握し、衛生管理が持続的に行われるための方法について検討し、衛生管理の効果

の定量化を図る。 

ｄ 方法  

（１）水産物高度衛生管理の計画等の推進  

浜田漁港について水産物高度衛生管理の計画推進にあたって以下の業務を行った。 

（ア） 高度衛生管理を行うエリアを特定し、どのような衛生管理を行うのか目標

の設定を行った。  

（イ） 現地調査や他漁港における事例などを通じて、輸出促進も念頭に置いた衛

生管理に対する課題の抽出を行った。  

（ウ） 課題に対する解決策を整理し、高度衛生管理対策の目標、効果、整備内容、

推進体制、スケジュール及び概算事業費を示した「高度衛生管理推進計画

（案）」を作成した。  

（エ） 漁港を核とした地域の今後の在り方及び地域振興方策について検討した。 

課題の抽出にあたっては、水産庁の「漁港の衛生管理基準」に基づき、漁業種類

別に陸揚げから搬出までの工程毎に問題点・課題を整理した。そして、漁港・市場

関係者、行政等から構成される協議会等を設置し、この協議会において、衛生管理

を推進していくための問題点や課題について関係者で共有するとともに、先進地事

例等を参考に対応策を検討し、水産物高度衛生管理に向けた対策案を策定した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ フロー図 

現 地 調 査 漁港・市場利用者からのヒアリング 

現状把握 

対策案の提案 衛生管理の先進事例 

衛生管理上の問題点整理

漁港の衛生管理基準 

産地タイプ別品質ガイドライン 

衛生管理の基本方針決定

対策案の決定 
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議
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（２）高度衛生管理の管理体制の検討  

既に高度衛生管理対策を実施している漁港におけるソフト対策、衛生管理の管理体制

について事例を把握し、課題の抽出、対策の検討を行うことにより、平成 26 年度に対

応案をとりまとめた、三崎漁港、焼津漁港及び博多漁港における衛生管理体制等を検討

する。  

 

（３）高度衛生管理の効果分析  

高度衛生管理対策を実施又は計画している漁港について、衛生管理対策による効果の

定量化に向けた調査を行う。 

（ア）文献の収集、事例収集等を行い衛生・品質管理の効果について整理する。 

（イ）衛生管理対策を行っている流通拠点漁港において、温度、生菌数や各種生化学

指標等を調査し、衛生管理による生物学的視点からの定量的な評価を検討する。 

（ウ）これらを整理、分析することにより、衛生・品質管理対策を行うこととする。 

（エ）定量的な効果を検討する。 

 

（４）委員会の設置  

水産物高度衛生管理の計画等の推進及び高度衛生管理の管理体制の検討にあたって

は、行政及び市場関係者等を委員とする調査検討委員会を設け、指導、助言を得ながら

業務を行った。なお、調査検討委員会は、業務期間中 3 回程度開催した。  

また、高度衛生管理等の効果分析等の調査結果を検証するとともに、漁港における流

通機能の高度化に向けた品質・衛生管理のあり方を検討するために、学識経験者により

検討会を３回開催し、「漁港における流通機能の高度化に向けた品質・衛生管理のあり

方について 検討会報告案」を作成した。高度衛生管理の効果の定量化に関しては、さ

らに、費用対効果分析ガイドラインの見直しに向けた検討会を１回開催した。  

 



- 3 - 
 

ｅ 結果  

（１）水産物高度衛生管理の計画等の推進  

特定第３種漁港のうち浜田漁港について、水産物高度衛生管理の計画推進にあたって

の課題とその対応策について検討を行った。  

１）高度衛生管理の対象範囲と目標の設定  

①高度衛生管理対策を行うエリアの特定  

浜田漁港で高度衛生管理対策を行う対象は、図 3 に示すように、まき網漁業を取り

扱う 7 号岸壁・荷さばき所と沖合底曵網漁業・いか釣漁業・定置網漁業・一本釣漁業

を取り扱う４号岸壁の範囲である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐2 航空写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 浜田漁港の高度衛生管理エリアの設定 

調査対象箇所 

６号荷さばき所 

7 号岸壁

５号荷さばき所 

４号荷さばき所

高度衛生管理エリア 

 (４号・７号岸壁・上屋） 

４号岸壁・荷さばき所 

5 号岸壁

4 号岸壁

6 号岸壁 

７号岸壁・荷さばき所
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②目標の設定  

管理・運営に関する取り組みスケジュールは以下のとおりである。  

【現状】組織づくり  

 ①協議会の設置  

 ②高度衛生管理の方向性の決定  

【第 1 段階】組織づくり、市場関係者の意識改革  

 ①品質衛生管理業務の責任者及び品質衛生管理チェックの担当者の選任  

 ②市場関係者の品質衛生管理に対する意識改革（講習会の開催等）  

【第 2 段階】ソフトによる取り組み  

 ①ソフトのみで実施可能な品質衛生管理対策の実施  

 ②ソフトのみで実施可能な品質衛生管理の実施記録簿の作成  

【第 3 段階】ハードとソフトを組み合わせた取り組み  

 ①ハードとソフトを組み合わせによる品質衛生管理対策の実施  

 ②品質衛生管理の実施記録簿の作成  

 

表－1 管理・運営に関する取り組みスケジュール 

 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

施設整備             

組織づくり             

市場利用者の意識改革             

ﾏﾆｭｱﾙ・ﾁｪｯｸﾘｽﾄ作成             

すぐできるソフト対策             

ソフト対策（試験）             

ソフト対策（実施）             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 管理・運営に関する取り組みイメージ 

 

【第 3 段階】 
ハードとソフトを
組合せた取組み 

H34～ 

【第 2 段階】 
ソフトによる取組み 

H30～H33 

【第 1 段階】 
組織づくり 

市場関係者の意識改革 
H27～H30 

目標達成

現  状 
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２）課題と解決策の整理  

浜田漁港における衛生管理上の課題は以下のとおりである。  

①水産物・人・車両の動線混在、専用スペースの不足による汚染の問題  

②温度上昇による品質低下の問題  

③沿岸もの（鮮魚・活魚）の鮮度保持  

④市場内への車輌進入による異物混入の問題  

⑤陸揚・荷捌時に使用する水の問題  

⑥岸壁・卸売市場内に使用する水の排水の問題  

⑦廃棄物の処理、人の管理  

 

①水産物・人・車両の動線混在と専用スペース不足による汚染の問題  

水産物への危害混入に対する課題とその対策を以下に示す。  

【問題点】  

 

 荷さばき所の面積が狭く、搬出時には陸側からも岸壁側から車両が進入し、車両・人および

水産物の動線が混在するので、異物混入の恐れがある。 

 沖合底曵網漁業の陳列・セリスペースの不足により、防鳥ネットの外の岸壁エプロンにまで

水産物が陳列されているので、異物混入の恐れがある。 

 

 

【対策】水産物の一方向の流れと作業スペースの確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐5 『４号荷さばき所』のゾーニング  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐6 『７号荷さばき所』のゾーニング  
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②日射による水産物の温度上昇と雨・鳥糞などの危害の水産物への混入  

水産物の品質確保と水産物への異物混入に対する課題とその対策を以下に示す。  

【問題点】  

 荷さばき所に壁がないため、朝方は斜めから日射が荷さばき所に陳列されている水産物に

当たり、水産物の魚体温度上昇が懸念される。 

 荷さばき所に壁がなく、開口部を防鳥ネットでしっかり覆っていないため、荷捌き所内に鳥が

入り込み、鳥糞が水産物に混入する恐れがある。 

 

 

 

【対策】危害混入防止対策としての荷さばき所の閉鎖性  

 

③荷さばき所内への外部車両進入による異物混入  

水産物の危害混入に対する課題とその対策を以下に示す。  

【問題点】  

 

 荷さばき所内に外部車両が進入することにより、荷さばき所内に陳列されている水産物に、

排気ガスが当たるとともに、タイヤに付着した危害が荷さばき所内に持ち込まれ、水産物に

異物混入の恐れがある。 

 

 

【対策】荷捌き所内専用電動フォークリフトの使用とフォークリフト通路の確保 

    搬入搬出トラックの場内進入禁止 

 

 

④市場関係者の荷さばき所進入による異物混入の問題  

水産物への危害混入に対する課題とその対策を以下に示す。  

【問題点】  

 

 荷さばき所には、市場関係者が外部から履いてきた長靴でそのまま荷捌き所内に入場してい

るため、長靴に付着した危害が水産物に混入する恐れがある。 

 荷さばき所で陳列された水産物を下見する場合、水産物に直接触れる場合がある。菌が付

着した手で魚を触れることにより、水産物に菌が混入する恐れがある。 

 

 

 

【対策】市場利用者に限定した入場制限と長靴洗浄・手洗いの励行 
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⑤活魚水槽やフィッシュポンプ・選別機に未処理の海水の使用  

水産物への危害混入に対する課題とその対策を以下に示す。  

【問題点】  

 

 ４号上屋の活魚に使用している海水は、泊地の海水をポンプで汲み上げた海水をそのまま使

用しているため、海水に危害が混入していることが懸念される。 

 ５号上屋でフィッシュポンプや選別機に使用している海水は、泊地の海水をポンプで汲み上げ

た海水をそのまま使用しているため、海水に危害が混入していることが懸念される。 

 

 

 

【対策】清浄海水取水施設の整備 

 

⑥岸壁・荷さばき所で発生した汚水の問題  

水産物への危害混入に対する課題とその対策を以下に示す。  

【問題点】  

 

 フィッシュポンプで使用した海水は、船艙内の海水のため血水等で汚染されているが、選別機

から溢れた海水は、そのまま順勾配で未処理のまま泊地に垂れ流されている。 

 トラックスケール販売で、タモ網でトラックの荷台に直接積み込む場合、タモ網からこぼれた血

水がエプロン等に大量に落ちることが予想される。血水の中には菌が大量に存在することが

予想され、水産物への危害の混入が懸念される。 

 

 

 

【対策】排水処理施設への排水施設整備 

 

 荷さばき所内で発生する汚水は全て排水溝を用いて集水し、既存の汚水処理施設で処理す

る。 

 

 

 

⑦落下魚などの廃棄物の処理の問題 

水産物への危害混入に対する課題とその対策を以下に示す。  

【問題点】  

 

 選別機からの落下魚を放置しておくと、鳥の餌となり、荷さばき所に鳥が集まる。 

 

 

 

【対策】廃棄物の一時保管所の確保 
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３）高度衛生管理推進計画（案）の作成  

①地域の推進体制  

水産物を取り扱う関係者が衛生管理について意識し行動するため、「浜田漁港高度衛

生管理基本計画検討協議会」を設け、組織的に品質衛生管理に取り組む。また、関係す

る利用者の意見を踏まえる必要があるため、協議会による検討以外にも、実務者を中心

としたワーキング等を設け検討を行う。  

②管理・運営  

以下の事項について現場の市場利用者と確認しながら整理した。管理・運営の対

象施設は、衛生管理エリア内の施設とする。  

②-1 施設の管理に関する事項  

②-2 人の管理に関する事項  

②-3 車の管理に関する事項  

②-4 有害動物等の管理に関する事項  

②-5 水の管理に関する事項  

②-6 排水の管理に関する事項  

②-7 容器等の管理に関する事項  

②-8 魚介類の管理に関する事項  

②-9 廃棄物の管理に関する事項  

②-10 手洗い場・トイレに関する事項  
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（２）水産物高度衛生管理の管理体制の検討  

昨年度計画推進の課題と対応案をとりまとめた三崎漁港、焼津漁港、博多漁港につい

て、衛生管理の記録保持手法を検討した。以下に焼津漁港の例を示す。  

焼津漁港の特徴としては海外まき網漁業［冷凍カツオ］の高度衛生管理を行うことで

あるため、特に海外まき網漁業［冷凍カツオ］の衛生管理記録の保持・公開について、

検討結果を以下に示す。  

１）焼津漁港の海外まき網漁業［冷凍カツオ］の衛生管理の課題  

焼津漁港海外まき網（冷凍カツオ）の荷さばき所における衛生管理上の課題は以

下のとおりである。 

①荷さばき時の人・車両の荷さばき所への進入による異物混入の問題 

  腰壁で選別エリアと搬出エリアを区分し選別エリアは高床式とする。 

②鳥害による異物混入等の問題 

  腰壁と天井の間に防鳥ネットを敷設し屋根の端にピアノ線で止まり木対策 

③砂埃や排気ガスによる異物混入等の問題 

  腰壁で砂埃を防ぎ、高床式で車両の進入禁止と排気ガスの混入を防ぐ。 

④搬出時の野天作業による異物混入の問題 

  搬出エリアを屋根で覆い、搬出時の異物混入を防ぐ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐7 衛生管理上の対応 
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２）衛生管理体制  

事故が発生した際に、危害原因物質を特定し、何が原因でその危害が発生したか、

事故が発生する前から把握しておくことが迅速な対応となる。 

 
図‐8 衛生管理体制 

 

①  管理項目 

危害の原因に対して、各作業工程での管理事項を表－2 に示す。 

表－2 危害の原因と管理項目 

原因 管理項目 

・危害の混入 ・腰壁・高床の有無 

・ガソリンフォークリフトの進入の有無 

・関係者以外の進入の有無・長靴の清潔さ（洗浄の有無）

・関係者の清潔な服装・手洗い励行・マナー（喫煙・ゴミ）

・鳥類・鼠族・昆虫の侵入 

・魚函の設置状況（腰壁内）・清掃状況 

・目視による危害の混入管理 

・作業者の健康管理 

・器具の清潔保持 ・魚箱の材質、適正な洗浄・乾燥・保管 

・選別機等の材質、適正な洗浄・乾燥・保管 

・床などの施設の清潔さ（洗浄の有無） 

・温度管理・時間管理 ・設置場所（日射） 

・出荷までの滞留時間 

② 食品事故発生時の対応 

食品事故が発生した場合には、まずその危害を特定し、その危害が混入・増殖・残

存していた可能性のある工程を抽出し、その工程で実施が予定されていた防止措置が

行われていたかチェックリストにより確認する。 

表２「危害の混入・品質の低下が発生した場合の記録の確認と対応」に作業手順を

示す。なお、表２以降には各作業手順のチェックの内容を示す。各作業手順のチェッ

クの内容において、枠囲みは作業マニュアルに記載されている事項である。 

 

事故発生

危害発生原因の想定

危害原因物質の特定

チェックリストの確認

想定していた防止措置

問題ないことの証拠明示 原因究明・ロットの特定 
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（３）高度衛生管理の効果分析 

１）衛生・品質管理の効果（事例） 

全国の漁港のうち高度衛生管理対策を実施または計画している漁港について、アンケ

ートやヒアリングを行い、衛生・品質管理の効果について整理し、とりまとめた。 

表－4   衛生・品質管理の効果の事例 

効果の分類 概要 事例 

鮮度保持効果 屋根や閉鎖型の市場等により直射日光
を防止し魚体温の上昇を防止したり、十
分なスペースや適切な動線により迅速
な作業を可能とすることにより、水産物
の鮮度を保持 

追直漁港（北海道） 

販路拡大効果 衛生管理型の漁港・市場の整備をきっか
けに、新規取引が生じたり、遠方の小売
店と取引するようになる等、販路が拡大

八幡浜漁港（愛媛県） 
大船渡漁港（岩手県） 

価格維持・向上効果 衛生管理型の漁港・市場の整備により、
取扱われる魚種の単価が向上したり、単
価が減少傾向にある局面でも他港と比
較して単価が下がりにくい等、価格が維
持・向上 

萩漁港（山口県） 
阿久根漁港（鹿児島県） 
八幡浜漁港（愛媛県） 
銚子漁港（千葉県） 
湧別漁港（北海道） 
尾岱沼漁港（北海道） 
 

損失回避効果 紫外線殺菌海水の導入や地域ＨＡＣＣ
Ｐの導入により、安全性を打ち出すこと
により、風評被害による損失を最低限に
とどめる 

石川県漁協（石川県） 
標津町（北海道） 

地域振興への寄与 衛生管理型施設の整備をきっかけに、市
場への見学と周辺の飲食施設等との連
携によりツアー等が開催され、観光客が
増加し、地域振興に寄与 

八幡浜漁港（愛媛県） 
大船渡漁港（岩手県） 
沼津魚市場（静岡県） 
寿都漁港（北海道） 
標津町（北海道） 

輸出促進効果 衛生管理型の漁港・市場の整備により、
条件を整え、輸出先国を拡大したり、輸
出量を増加したりして輸出促進に寄与 

東町（鹿児島県） 
八雲漁港（北海道） 
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２）衛生・品質管理を行う事による定量的な効果 

① 衛生管理型漁港整備による効果 

現在、水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドラインでは、衛生管理面の強化による

効果を「衛生管理面の強化が各種調査によって水産物の価格形成における衛生管理面の

占める割合が確認されている。このような衛生管理対策による効果を以下のように算定

する。基礎的な衛生管理効果率は、対象地区における衛生管理対策を行う魚種について、

実態調査等の結果を踏まえて適切に設定することとする。」としている。 

 

〇年間便益額（B）＝ Q × R － C 

 Q：施設整備後における衛生管理対象魚種の年間陸揚金額（円） 

 R：衛生管理効果率（％）（衛生管理が魚価に占める割合） 

 C：衛生管理に係わる設備の年間維持管理費（円） 

 

② 衛生管理効果率の算定 

ここで、R：衛生管理効果率（％）は、AHP における階層図、一対比較、重要度決定、

総合重要度計算といった手順より、一対比較と重要度決定から求めている。 

 AHP は、意志決定に関連した要素を階層構造に表し、対立する概念、尺度の違う概念、

定性的な要素も比較することが可能であり、そのため、定性的な要因を含めて評価を行

いたい場合、次元や単位が異なる指標を総合的、定量的に扱いたい場合に適している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－9  AHP モデルのフローチャート 

START 

問題に対する 

要素の検出 

抽出された要素を 

階層構造に分解 

各レベルの要素間のペ

ア比較 

各レベルの要素間の重

みの計算 

C.I.の計算 

C.I.≦0.1

かどうか？

階層全体の重みの計算 

総合目的に対する各代替案 

のプライオリティの決定 

STOP 

yes 

no 

①第 1ステップ 

 問題を階層構造に分解する。最上層は 1個の要素から

なる最終目標（問題）であり、最下層は代替案となる。

その間に意志決定者の主観で評価される複数の評価項目

が、評価基準としていくつかの要素が 1 つ上のレベルの

要素との関係から決定される。最後に、階層の最下層に

代替案を置く。 

②第 2ステップ 

 各レベルの要素間の重み付けを行う。ある 1つのレベ

ルにおける要素間のペア比較を 1つ上のレベルにある関

係要素を評価基準として行う。 

 各レベルのペア比較マトリックスから、各レベルの要

素間の重みを計算する。なお、このペア比較マトリック

スは逆数行列であるが、意志決定者の答えるペア比較に

おいて首尾一貫性のある答えを期待するのは不可能であ

る。そこで、このあいまいさの尺度として整合度(C.I.)

を定義する。(C.I.については、「４．衛生管理効果率の

算定方法(p.5)」で説明) 

③第 3ステップ 

 各レベルの要素間の重み付けが決定されると、この結

果を用いて階層全体の重み付けを行う。これにより、総

合目的に対する各代替案のプライオリティが決定され

る。 
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図－10  衛生管理の効果の考え方 

 

③ 衛生管理効果率の算定 
衛生管理効果率は、これまでの調査結果から最小値を参考に 8%を使用している。 

 

表－5 衛生管理効果率の既往算定事例 

地    域 対象魚種 用  途 被験者 衛生管理効果率 

（％） 

備考 

北海道 1) 標津地域 秋サケ（メス） 卵加工向け 加工業者 13.9   

羅臼地域 秋サケ（メス） 卵加工向け 加工業者 8.0   

日高地域 スルメイカ 鮮魚出荷向け 買受業者 15.3   

熊石地域 スケトウダラ 卵加工向け 加工業者 10.1   

古平地域 ホッケ 加工向け 加工業者 38.7   

山口県 2) 仙崎地域 タイ類 鮮魚出荷向け 卸売業者（漁協） 14.1   

長崎県 2) 長崎地域 イカ 鮮魚出荷向け 買受業者 14.0   

鹿児島県 2) 枕崎地域 冷凍カツオ 加工向け 加工業者 3社 9.3 

（12.0） 

3 社平均 

（2 社平均） 

千葉県 3) 銚子地域 生鮮マグロ 鮮魚出荷向け 買受業者 8社 18.5 

（15.9） 

8 社平均 

（3 社平均） 

宮城県 4) 塩釜地域 生鮮マグロ 鮮魚出荷向け 買受業者 27.4   

石巻地域 鮮魚 鮮魚出荷向け 買受業者 10.4   

冷凍魚 加工・餌料向け 凍結業者 14.6   

加工向け 冷凍加工業者 17.3   

1)平成 17 年度漁港事業評価指標策定検討業務（平成 18 年 3 月、北海道開発局農業水産部水産課） 

2)既往水産庁調査データに基づいて算定 

3)平成 22 年度調査 

4)平成 23 年度調査 

 

表－6 衛生管理効果率の新規算定事例 

都道府県

名 

地域名 対象魚種 用途 被験者 衛生管理効果率

（％） 

備考 

愛媛県 八幡浜 鮮魚 鮮魚出荷向け 買受人 8.5 3 社平均 

山口県 萩 鮮魚 鮮魚出荷向け 買受人 44.6 3 社平均 

下関 鮮魚 鮮魚出荷向け 買受人 19.0 5 社平均 

島根県 浜田 鮮魚  鮮魚出荷向け 買受人  27.4 4 社平均  

鮮魚  加工向け  買受人  10.0  4 社平均  

鳥取県 境港 鮮魚  加工向け  買受人  16.4  3 社平均  

静岡県 焼津 鮮魚  鮮魚出荷向け 買受人  18.2   

鮮魚  加工向け  買受人  31.5  

衛生管理効果率 

→ 第 2ステップまでの過

程で得られる要素間の重み

付けから、衛生管理（要素）

の重みが衛生管理効果率と

なる。 

外観・形状 36% 

肉質 24%  

鮮度保持 18% 

衛生管理 10% 

市場での状態 5% 

入荷量等 7%

要素「衛生管理」の重み(衛

生管理が行われている場

合の価格の構成要素) 

外観・形状 36% 

肉質 24%  

鮮度保持 18% 

市場での状態 5% 

入荷量等 7%

衛生管理が行われない

場合の損失 

＝衛生管理による効果

衛生管理が行われない場合

数値は想定値 
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④ 衛生管理型漁港整備による効果について 

今後も現行通り、対象地区における衛生管理対策を行う魚種について、実態調査等（一

対比較による重要さの程度など）の結果を踏まえて適切に衛生管理効果率を設定する。 

〇年間便益額（B）＝ Q × R － C 

 Q：施設整備後における衛生管理対象魚種の年間陸揚金額（円） 

 R：衛生管理効果率（％）（衛生管理が魚価に占める割合） 

 C：衛生管理に係わる設備の年間維持管理費（円） 

 衛生管理効果率については、近年の調査においても 8%以上となっていることから、

今後もこの値を参考とする。 
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３）生菌数の調査 

①調査の内容 

イ) Y 漁港市場における調査 

＜水産物調査＞ 

調査項目とその実施日時を表－7に示す。7日 6:40 の生菌数・K値調査は、実験開始前の

段階であるため、同一のサンプルで値を代表させることとした。 

 

表－7 調査項目と実施日時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜汚染源調査＞ 

調査は平成 27 年 9 月 7日から 9日まで行った。時間は、いずれも市場活動が本格化する

前の 4時 30 分から 5時 30 分にかけて行った。調査ケースは異なるトロ箱 3個と床 3箇所

を選定し、拭き取りによるサンプリングを行い、これを 3日間繰り返した。 

 

 

 

 

 

 

 

写真－1 調査したトロ箱と床の様子 

 
ロ) T 漁港第 3 市場における調査 

＜水産物調査＞ 

調査項目とその実施日時を表－8に示す。 

表－8 調査項目と実施日時 

 

 

 

 
 

 

 

 

T 漁港・通常取扱

9日 10日 11日
6:40 8:10 11:00 11: 00 11:00 11:00 11:00

準備

① 八幡浜・通常取扱 ○ ○ ○ ○ ○ ○
② 実験・氷蔵 ○ ○ ○ ○ ○ ○
③ 実験・常温 ○ ○ ○ ○ ○ ○
④ 実験・氷蔵（汚） ○ ○ ○ ○ ○ ○
⑤ 実験・常温（汚） ○ ○ ○ ○ ○ ○

生菌数・K値

気温
容器内の温度
魚体内の温度
魚体表面の温度

調査項目
7日 8日

（想定内容→） 輸送(24h） 消費地市場(1.5h）

○

○

Y 漁港 
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＜汚染源調査＞ 

(1)調査実施日と調査ケース 

調査は平成 27 年 8 月 24 日から 26 日まで行った。時間は、6時 00 分から 7時 00 分にか

けて行った。調査ケースは異なるトロ箱 3個と床 3箇所（糞なし、糞あり）を選定し、拭

き取りによるサンプリングを行い、これを 3日間繰り返した。 

 

 

 

 

 

 

 

写真－2 調査したトロ箱と床の様子 

 

ハ) 数値モデルによる検討 

(1)数値モデル 

数値モデルを用い、現地調査と異なる条件下での水産物の生菌増殖数を推定した。これ

により、現地調査では検討できなかったケースを補強した。 

 

(2)数値モデルの再現性 

既開発モデルにおいて、パラメータ設定を実験値、公表値、現地計測結果で行った場合

に適用可能かを判断するため、現地調査結果の再現性を確認した。なお、本数値モデルで

の検討では、一般生菌と大腸菌を対象とした。 

表－9 数値モデルにおけるパラメータ設定 

 

 

 

 

 

②調査の結果 

イ) 水産物調査 

(1)Y 漁港（温度） 

「氷蔵」を除き市場内で上 
昇、輸送中は海水氷に入れ 
たため 0℃まで低下、輸送 
後は冷蔵ショーケースの想 
定温度である 10℃まで上 
昇した。 
 

 

 

 

図-11 魚体温度の経時変化（魚体表面、全計測終了まで） 

菌種 漁港 ケース 消費地想定（貯蔵試験）

通常取扱

氷蔵

常温

銚子 通常取扱

氷蔵（汚）

常温（汚）

注）低温輸送時の生菌数減少は再現できないため除外

大腸菌

一般生菌
既開発モデル

（設定：実験値）

市場取扱

既開発モデル
（設定：現地調査結果）

八幡浜

八幡浜
既開発モデル

（設定：公表値）
既開発モデル

（設定:現地調査結果）

T 漁港 

Y 漁港 

Y 漁港 

市場 輸送 消費地想定(中央水研で貯蔵

Y 漁港
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(2)T 漁港（温度） 

市場内で 20℃強まで上昇、輸送中は海水氷に入れたため 0℃まで低下、輸送後は冷蔵

ショーケースの想定温度である 10℃強まで上昇した。 

 

(3)生菌数の測定結果 

1)一般生菌数 

一般生菌数は食品の微生物汚染の程度を示す最も代表的な衛生指標であり、主に計数

されているのは陸棲細菌である。これらの結果から、市場での取扱の差が衛生指標菌

数の差に結びつく可能性が示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－12 一般生菌数の測定結果 

2)大腸菌数 

大腸菌数は糞便汚染を直接的に示す指標であり、食品からの検出は食品衛生上、厳し

く制限されている。 

調査の中では、約 0℃の海水氷で 24 時間輸送しても大腸菌数は大幅に減少せず、貯

蔵 3日目には当初よりも菌数が増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－13 大腸菌数の測定結果 

Y 漁港 Y 漁港 Y 漁港

Y 漁港 Y 漁港 T漁港

Y 漁港 Y 漁港 Y 漁港

Y 漁港 Y 漁港 T漁港
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(4)K 値の測定結果 

K 値は鮮度の判定に用いる一般的指標である。本調査における測定では、T 漁港は Y

漁港のいずれのケースよりも大きい結果となった。要因としては漁獲方法や陸揚げま

での取扱方法が影響したと考えられる。 

このことから、市場での温度管理の違いが K値に影響を与える可能性が示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－14 K 値の測定結果 

(5)官能試験の結果 

本調査では、あじの品質変化の状況を確認するため、官能試験を行った。 

（Y漁港） 

  低温保存：貯蔵 3日目でも良好、常温保存：貯蔵 3日目で明確に劣化 

（T漁港） 

  常温保存：貯蔵 1日目から明確に劣化し、シェルフライフは極端に短かい 

これらのように、消費者が購入時において判断材料とする官能特性は、消費段階（本

調査では貯蔵段階）において明確な差が生じることが明らかとなった。 

このことから、品質には漁法、漁獲から水揚げまでの取扱、市場での取扱の差が影響

すると言える。 

表－10 官能試験の結果 

 

 

 

 

 

 
写真－3 貯蔵３日後の外観とドリップ状況 

T 漁港Y 漁港

T 漁港

Y 漁港Y 漁港 

Y 漁港 Y 漁港

Y 漁港 

T 漁港 T 漁港 

Y 漁港 

Y 漁港 

T 漁港 
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ロ) 汚染源調査 

(3)生菌数の測定結果 

1)トロ箱 

一般生菌（104程度）と海洋細菌（106程度）は、いずれの調査時においても確認された。

これらの菌数はトロ箱によってばらつきがあるものの、特に大きな菌数を示すトロ箱はな

い。 

2)床 

一般生菌と海洋細菌は、いずれの調査時においても確認された。一般生菌は糞有りの

場合に菌数が多い。 

T 漁港では、糞有りのケースで大腸菌群と大腸菌が確認された。一般生菌や海洋細菌と同

レベルの菌数を示すケースが半数程度あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－15 床（Y漁港、T漁港）の生菌数比較 

 

 

 

Y 漁港  T 漁港 
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ハ) 数値モデル 

(1)市場の生菌数 

数値モデルでは、一般生菌数の増殖に関し、以下のケースについて推定した。 

表－11 数値モデルにより推定したケース一覧（一般生菌数） 

 

 

 

 

 

 

 

  

計算結果を整理したものが表－12 である。 

・市場での取扱時間が長くなると生菌の増殖数が多くなる。特に、魚体温度が高いケー

スほど、その増殖率は高い。 

・魚体温度のみを高くした場合、増殖率は高くなるが、本調査における想定ケースでは、

市場での取扱時間を長くした場合よりも、その割合は小さい。 

・汚染源接触のケースは、汚染レベルが生菌増殖の割合に大きく影響する。 

 

表－12 市場における一般生菌数増殖割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)消費地のシェルフライフ 

市場における各ケースの生菌増殖数を初期値として、消費地での生菌増殖を推定した。

消費地では約 10℃の保管を想定し、シェルフライフ（消費可能時間）の差を評価した。 

図－16 は数値モデルによる算定結果の一部を図示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－16 市場での取扱時間を延長した場合の消費地での生菌増殖（左：Y 漁港、右：T

漁港） 

Y 漁港・通常取扱

T 漁港・常温(汚)

T 漁港・通常取扱

T 漁港・通常取扱

Y漁港 

Y漁港 

T漁港 T漁港 

Y 漁港・通常取扱  

T 漁港・通常取扱  
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消費地における生菌数増殖の推定により、以下のことが言える。ただし、本結果はあく

までも本調査における現地調査結果を踏まえた想定であることに留意が必要である。 

・市場での取扱時間を１時間延長することにより、初期腐敗レベルに達する時間は、9

時間（T漁港）以上の差が生じた。 

・市場での魚体温が 25℃（現地調査時の最高温度より５℃高い）の場合、初期腐敗レベ

ルに達する時間は 3時間程度以上の差が生じた。 

・汚染源に接触した場合、その汚染レベルに応じ、初期腐敗レベルに達する時間は早ま

り、想定ケースでは 30 時間強の差が生じた。 

 

ニ) 考察 

生菌数に着目した現地調査及び数値モデルの検討結果に係るポイントをまとめると、表

-13 となる。 

表－13 一般生菌数の検討結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表Ⅴ.4.2 大腸菌数の検討結果 

 

 

衛生管理対策としては、市場における取扱の差により食品の最も代表的な衛生指標であ

る一般生菌数に差が生じることがわかった。また、鳥糞との接触により大腸菌が混入する

危険性が高いことがわかった。これらの生菌は消費段階まで増殖することから、市場にお

ける時間管理、温度管理、汚染源対策等などの衛生管理対策は食品衛生上、必要不可欠と

言える。 

また、本調査でおこなった K値と官能試験の結果では、漁獲から市場までにおける取扱

の差により、消費段階での鮮度に差が生じたことから、この間における品質管理対策（漁

獲方法、時間・温度管理等）は鮮度向上の観点から必要不可欠と言える。 

 

表－14 K 値と官能試験の結果 
調査 結果 結論 必要な対策 

K 値 

 Y漁港の全ケースとも貯蔵3日でK値20

前後 

 市場での取扱 1.5 時間程度、室温 25℃程度

の場合でも、十分な低温流通により K値に大

きく影響しない 

漁獲から消費地までの時間

短縮と温度管理 

 T 漁港の値は Y漁港の 2倍程度  漁獲から陸揚げまでの時間・温度管理、漁法

が K値に影響 

官能  漁獲からの取扱の違いに寄り、貯蔵 3日

目の色調、ドリップ等に差 

 漁獲から陸揚げまでの時間・温度管理、漁法

が品質に影響 

同上 
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（４）検討委員会の開催 

１）浜田漁港の衛生管理に関する協議会 

浜田漁港の衛生管理に関する検討における、協議会、ワーキング、ヒアリングの

実施及び予定を示す。 

 

表－15 浜田漁港の衛生管理に関する協議会、ヒアリング 

日 内容 

07 月 12 日（日） 第 1 回協議会 

08 月 05 日（水）・06 日（木） 関係者ヒアリング 

08 月 17 日（月） 第 1 回市場ワーキング 

08 月 17 日（月）・18 日（火） 関係者ヒアリング 

12 月 03 日（木）・04 日(金) 関係者ヒアリング 

12 月 14 日（月） 関係者ヒアリング 

12 月 21 日（月） 第 2 回市場ワーキング 

 01 月 22 日（金） 関係者ヒアリング（JF しまね） 

 02 月 01 日（月）～03 日（水） 関係者ヒアリング 

 02 月 15 日（月）  関係者ヒアリング（JF しまね） 

 02 月 24 日（水） 関係者ヒアリング（共和水産・JF しまね） 

 03 月 05 日（土）［予定］ 関係者ヒアリング（JF しまね） 

03 月 07 日（月）［予定］ 第 3 回ワーキング 

 03 月 19 日（土）［予定］ 第 2 回協議会 
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２）漁港における流通機能の高度化に向けた品質・衛生管理のあり方について 

以上、高度衛生管理等の効果分析等の調査結果を検証するとともに、漁港における流

通機能の高度化に向けた品質・衛生管理のあり方を検討するために、学識経験者により

検討会を開催し、「漁港における流通機能の高度化に向けた品質・衛生管理のあり方につ

いて 検討会報告案」を作成した。検討会の委員および開催状況を以下に示す。 

 

表－16 検討会委員 

氏 名 所 属 職 名 

◎吉水 守 北海道大学 名誉教授 

婁 小波 東京海洋大学 教 授 

濱田 奈保子 東京海洋大学 教 授 

崎出 弘和 北海道漁業協同組合連合会 代表理事 常務 

和田 有二 愛媛県八幡浜市産業建設部水産港湾課 課 長 

◎座長 

 

表－17 漁港における流通機能の高度化に向けた検討会開催状況 

日時 議事内容 

平成 27 年 8月 11 日（火） 
13:30～15:30 

・漁港における流通機能の高度化に向けた現状と課題 
・生菌数とＫ値を指標とした高度衛生管理の効果判定 
・品質衛生管理の効果の把握 

平成27年12月24日（水） 
10:00～12:00 

・第 1回主要意見と対応 
・漁港における流通機能の高度化に向けた品質・衛生管理のあ
り方について 

・生菌数とＫ値を指標とした高度衛生管理の効果判定について 
・輸出対策ガイドラインの改訂について 

平成 28 年 3月 17 日（木） 
13:30～15:30 

・第 2回主要意見と対応 
・漁港における流通機能の高度化に向けた品質・衛生管理のあ
り方 検討会報告案について 

・生菌数とＫ値を指標とした高度衛生管理の効果判定について 
・輸出対策ガイドラインの改訂について 

 

表－18 検討会報告案の内容（目次） 

１．はじめに 

２．漁港・市場における品質・衛生管理 

３．品質・衛生管理に必要な取組 

３－１ 流通網全体における品質・衛生管理 

 （１）周辺漁港における品質・衛生管理 

 （２）陸送品の品質・衛生管理 

 （３）セリ後の水産物の品質・衛生管理 

３－２ 水産物の取扱方法に応じた品質・衛生管理 

３－３ 漁港・市場における水産物の輸出促進 

 （１）輸出促進に向けた漁港・市場における 

    品質・衛生管理の推進 

（２）品質・衛生管理による水産物の競争力強化 

（３）輸出促進に向けた漁港・市場における生産力の強化 

３－４ 品質・衛生管理の効果の明確化と周知 
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３）費用対効果分析ガイドライン見直し検討委員会 

高度衛生管理等の効果の定量化の調査結果を踏まえ、費用対効果分析ガイドラインの

見直しを行うための検討会を開催した。 

検討会の委員および開催状況を以下に示す。 

 

表－19 検討会委員 

氏 名 所 属 職 名 

寺田 一薫 東京海洋大学 教授 

岡安 章夫 東京海洋大学 教 授 

中嶋 康博 東京大学 教 授 

片石 温美 室蘭工業大学 准教授 

 

表－20 漁港における流通機能の高度化に向けた検討会開催状況 

日時 議事内容 

平成 28 年 2月 10 日（水） 
10:00～12:00 

・期中の評価、完了後の評価の際の費用および便益の取り扱い

について  

・衛生管理型漁港整備による効果について 

・耐震強化岸壁の整備による効果について 

・ガイドライン参考資料最新版の取りまとめ結果報告 
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ｆ 今後の課題 

・水産物高度衛生管理の計画推進 

浜田漁港について課題を整理すると、以下のとおりである。 

まき網漁業については、今までのセレクター販売からトラックスケール販売を主

体にして販売方法に変更して、浜田漁港の陸揚量を増やすことが構想としてある。

トラックスケール販売にした場合の魚価の下落を心配する声があり、適正な見本セ

リの実施と背後施設の処理能力の増強が課題である。また、今まではトラックスケ

ール販売については野天で作業されていたため、トラックスケール販売における衛

生管理の仕方が重要になってくる。 

沖合底曳網漁業については、衛生管理上、木箱の使用禁止をあげている。しかし、

木箱から発泡スチロール箱に変更した場合、船艙内での低温保管の問題、漁船での

運搬量の問題、冷蔵庫への保管荷姿の問題があり、施設整備までに、魚種ごとに衛

生管理できる荷姿の検討が必要である。 

今回の計画では、新たな荷さばき所の整備を計画したが、その施設を適切に運用

しなければ高度な水産物の衛生管理はできない。利用面での衛生管理の体制づくり

とルール化が重要である。 

・水産物高度衛生管理の管理体制の検討 

焼津漁港の海外まき網漁業は、別に見本セリが行われるため、実際には選別作業

が主体となり市場関係者が限られるとともに、冷凍魚であるため海水の使用もない

ので、通常の鮮魚に比べ管理項目は少なくなっている。しかし、選別機の騒音の問

題もあり、完全閉鎖型ではなく、腰壁・高床と防鳥ネットによる危害侵入防止対策

を実施している。このことによる危害の混入の可能性をソフト面で保管していく必

要がある。 

また、実際に施設整備がなされて、新市場を利用した段階で、現実に対応した作

業マニュアルやチェックリストでなければいけないし、保管方法や事故発生時の対

応も常に見直していく必要があるため、常にフォローアップしていく体制を構築し

ていく必要がある。 

・高度衛生管理の効果分析 

品質・衛生管理対策の取組は進められているものの、その効果が明確ではないた

め、必要性は理解しても、関係者の取組が十分に行われていない場合がある。品質・

衛生管理の推進にあたっては、その重要性及び利点を関係者が認識し、積極的に品

質・衛生管理対策に取り組めるよう、その効果を把握、提示することが必要である。 

品質・衛生管理の効果については引き続き事例を収集・整理し、これから衛生管

理に取組もうとしている漁港・市場の関係者に対し、広く効果を提示していく必要

がある。 

 

・生菌数の調査 

本調査の結果から、今後の課題としては以下のことがあげられる。 

◇防風防暑のための屋根や壁、抗菌性の床の材質など、高度衛生管理型市場に有効と考

えられる施設や設備の整備効果については、生菌数を指標として定量的に評価された



- 29 - 
 

事例がない。今後、高度衛生管理型の市場整備を推進していく上では、これらの定量

的評価が必要と考えられる。 

◇現地調査では、市場における取扱の違いが生菌数の差となって現れたケースもあるが、

全体としては明確に現れなかった。特に氷蔵したケースでの市場における生菌増殖が

想定より高い結果となった。現地調査では様々な要因が生菌数の増殖に影響するため、

本調査のように限られた検体数ではその影響を受けやすい。より正確な生菌数を把握

するには検体数を増やすことや継続的な調査の実施が必要である。 

◇水産物の品質・衛生管理対策は、漁獲から消費地まで連続的に取り組む必要があるが、

それら一連の過程を通じた生菌数や K値の調査は行われていない。事例的な調査とな

るが、水産物の衛生状態や品質の変化を定量的に把握するためには、一連の調査も必

要と考えられる。 

 

 


